
第 ４２ 期

決　算　公　告

２０２２年　４月　１日から

２０２３年　３月３１日まで

株式会社アイシン福井

福井県越前市池ノ上町３８



（単位：千円）

金      額 金      額

 流 動 資 産 46,386,335  流 動 負 債 21,970,367 

現 金 及 び 預 金 11,000 電 子 記 録 債 務 509,459 

預 け 金 18,829,152 買 掛 金 15,034,809 

売 掛 金 15,335,774 未 払 金 1,114,222 

製 品 1,183,888 未 払 費 用 5,155,110 

原 材 料 191,580 そ の 他 156,765 

仕 掛 品 3,489,910 

貯 蔵 品 4,495,798 

未 収 入 金 1,569,512  固 定 負 債 8,518,066 

未収還付法人税等 679,072 長 期 未 払 金 982 

そ の 他 615,143 退 職 給 付 引 当 金 8,517,083 

貸 倒 引 当 金 △14,500 負  債  計 30,488,433 

 固 定 資 産 37,393,341 

有形固定資産 28,175,918 

建 物 8,745,868 

構 築 物 820,329  株 主 資 本 53,291,242 

機 械 装 置 11,149,330 資 本 金 2,057,750 

車 両 運 搬 具 35,109 資本剰余金 1,977,750 

工 具 器 具 備 品 1,560,029 資 本 準 備 金 1,977,750 

土 地 5,680,446 利益剰余金 49,255,742 

建 設 仮 勘 定 184,804 利 益 準 備 金 23,937 

無形固定資産 391,104 その他利益剰余金 49,231,805 

投資その他の資産 8,826,318 　別 途 積 立 金 8,500,000 

投 資 有 価 証 券 35,060 　繰越利益剰余金 40,731,805 

関 係 会 社 株 式 1,020,000 純 資 産 計 53,291,242 

前 払 年 金 費 用 2,668,688 

繰 延 税 金 資 産 4,913,402 

そ の 他 190,556 

貸 倒 引 当 金 △1,390 

83,779,676 83,779,676 合       計 合       計

資     産     の     部

科       目

( 純 資 産 の 部 )

科       目

 ( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

貸　借　対　照　表

（２０２３年　３月３１日現在）

負 債 及 び 純 資 産 の 部

計算書類
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（単位：千円）

134,472,127 

133,631,754 

840,373 

4,011,111 

3,170,737 

96,010 

1,018,433 1,114,443 

408,788 408,788 

2,465,082 

2,465,082 

15,000 

△767,277 △752,277 

1,712,805 

売 上 総 利 益

売 上 高

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

営 業 損 失

営 業 外 収 益

そ の 他

営 業 外 費 用

損　益　計　算　書
２０２２年　４月　１日から

２０２３年　３月３１日まで

売 上 原 価

金　　　　　　　　額

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

科　　　　　　　目

当 期 純 損 失

法人税､住民税及び事業税

経 常 損 失

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 損 失
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　1.　重要な会計方針に係る事項に関する注記
1.有価証券の評価基準および評価方法
　　子会社株式および関連会社株式･･･移動平均法による原価法
　　その他有価証券
　　 市場価格のない株式等以外のもの･･･時価法　（評価差額は全部純資産直入法により
　　　処理し、売却原価は移動平均法により処理しております）
　　 市場価格のない株式等･･･移動平均法による原価法
2.棚卸資産は総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿
　価切下げの方法）により評価しております。
3.固定資産の減価償却方法
 (1)有形固定資産
　　定率法
 (2)無形固定資産
　　定額法
4.貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を
　基本として総合的に勘案し、また、貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可
　能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
5.退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務および
　年金資産の見込み額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上してお
　ります。
　また、役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末
　要支給額を計上しております。なお、当期末要支給額 141,510千円は、退職給付引当金に
　含めて計上しております。
6.収益及び費用の計上基準
　当社は主として自動車部品の製造・販売を行っております。主に完成した製品を顧客に納
　入することを履行義務として識別しており、また収益認識に関する会計基準等で示されて
　いる支配の移転に関する指標を総合的に考慮した結果、自動車部品事業においては、原則
　として顧客が製品を検収した時点、又は顧客が手配した運送業者に製品を引き渡した時点
　で当該製品に対する支配が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、当
　該時点で収益を認識しています。収益は、値引き等の事後的な価格調整を考慮した後の顧
　客との契約において約束された対価で測定しています。なお、製品販売の対価は、顧客が
　製品を検収した時点から概ね４ヶ月以内に回収しています。
7.消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

　2.　貸借対照表に関する注記
1.関係会社に対する短期金銭債権 35,481,070千円
2.関係会社に対する短期金銭債務 13,148,217千円
3.有形固定資産の減価償却累計額 132,576,158千円

　3.　税効果会計に関する注記

　  繰延税金資産の発生の主な原因は、在庫評価減、未払賞与損金算入超過額、減価償却限度

　  超過額、退職給付引当金損金算入超過額、税務上の繰越欠損金等であり、評価性引当額を

　　控除しております。

個別注記表
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　4.　関連当事者との取引に関する注記

1.親会社 （単位：千円）

　　(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

　　　1.自動車部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示

　　　　し、毎期価格交渉のうえ、決定しております。

　　　2.自動車部品等の仕入については、毎期価格交渉のうえ、決定しております。

　　　3.資金の預入（CMS）の取引金額は、期中の平均残高を記載しております。また、

　　　　取引金利は、市場金利を勘案して決定しております。

2.子会社 （単位：千円）

　　(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　1.機械・設備の販売については、当社の原価等を勘案して決定しております。

　5.　１株当たり情報に関する注記
1.１株当たり純資産額
2.１株当たり当期純損失

自動車部品の
販売

134,472,127

親会社

資金の預入
（ＣＭＳ）

期末残高科目

売掛金

買掛金

会社等の名称

11,880,965
自動車部品
等の仕入

預け金

149,655円

関連当事者
との関係

議決権等の
被所有割合

　当社製品の
　販売

　役員の兼任

直接81.3%

未収入金

取引の内容

4,656,290円

18,829,152

科目 期末残高

2,642,519

属性 取引金額

84,627,319

15,335,774

株式会社アイシン

20,709,897

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額

未収入金 43,594

子会社
株式会社アイシ
ン福井・若狭

直接100%

当社の
設備売却

役員の兼任 賃借料他 479,544

13,657設備代購入
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